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凡 例

１ 文中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入

しているため、合計額又は差額が一致しない場合もある。

２ 文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を四

捨五入したものである。

３ 各表中等の「 」については、該当数値はあるが単位未満のもの

を、「－」については該当数値のないものを表す。
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令和４年度日立市公営企業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和４年度  

日立市水道事業会計・下水道事業会計決算及び附属書類を審査したので、次の

とおり意見を提出します。  
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令和４年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和４年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和５年５月２９日から令和５年７月２４日まで

第３ 審査の方法

日立市監査基準等に基づき、各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、

経営状況を含めた総括的審査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果

を参考にしながら、 「決算計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行

い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。

また、予算の執行及び事業の運営については、公営企業経営の基本原則に沿っ

て概ね良好に行われていると認めた。
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１ ｢業務実績表｣ のとおりであるが、その主なものは

次表のとおりである。

区 分 単位 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減
増減率

％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 増加となり、普及率は ％と前

年度と比較し、 ポイント増加している。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥増加している。

なお、導･送･配水管延長は ｍで、前年度に比較し ｍ ％ 増加し

ている。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業収益

営業収益

営業外収益 △ △
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１ ｢業務実績表｣ のとおりであるが、その主なものは

次表のとおりである。

区 分 単位 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減
増減率

％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 増加となり、普及率は ％と前

年度と比較し、 ポイント増加している。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥増加している。

なお、導･送･配水管延長は ｍで、前年度に比較し ｍ ％ 増加し

ている。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業収益

営業収益

営業外収益 △ △

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

にその他の営業収益の国・県補助金及び一般会計補助金の皆増によるものであ

る。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業費用

営業費用

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、予備費の

ほか原水及び浄水費の修繕費・動力費、資産減耗費である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に原水及び浄水費の動力費、減価償却費の増加によるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入

企業債

負担金

一般会計補助金

▲ 国庫補助金 △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定により繰り越しした額の財源

充当額 万円が含まれている。
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決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

企業債償還金

国県補助金返還金

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 万 千円

が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、水源及び配水施設費の減少によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場送水ポンプ棟築造工事費、配水管更新

工事費である。

決算収支における資本的収入額（ 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。） 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千円に

対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 億 万 千円、減債積立金 億 万 千円、建設改良積立金

億 万円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度分損益

勘定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２「損益計算書前年度比較表」、別

表３「費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最

近５箇年の推移は次表のとおりである。
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決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

企業債償還金

国県補助金返還金

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 万 千円

が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、水源及び配水施設費の減少によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場送水ポンプ棟築造工事費、配水管更新

工事費である。

決算収支における資本的収入額（ 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。） 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千円に

対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 億 万 千円、減債積立金 億 万 千円、建設改良積立金

億 万円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度分損益

勘定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２「損益計算書前年度比較表」、別

表３「費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最

近５箇年の推移は次表のとおりである。

 

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益

営業外収益 △ △

特別利益

総 収 益

営業費用

営業外費用 △ △

総 費 用

純 損 益 △ △

注 令和 年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っ

ている。

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。

営業収益の主なものは、事業収益の主体である給水収益 億 万 千円

のほか、下水道事業会計負担金 億 万 千円、加入金などのその他の営業

収益 億 万 千円 令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助

金 億 万円を含む。 である。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外により生じた収益である営業

外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万円、交付金などの雑収

益 万 千円、一般会計負担金 万 千円である。

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。本年度

の給水収益は 億 万 千円で、前年度に比較して 万 千円 ％

減少している。
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（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、原水及び浄水費の動力費、配水費の委託料等が増加

したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、浄水施設等の維持管理経費 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは主に、企業債利息が減少したことによるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

年度 年度 年度 元年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、動力費が、電力価格高騰の影響により前年度に比べ大

きく増加している。一方、企業債利息は、借入残高の減少及び低金利の借入れに

より、全体的に減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの費用 原価 は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。
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（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、原水及び浄水費の動力費、配水費の委託料等が増加

したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、浄水施設等の維持管理経費 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは主に、企業債利息が減少したことによるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

年度 年度 年度 元年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、動力費が、電力価格高騰の影響により前年度に比べ大

きく増加している。一方、企業債利息は、借入残高の減少及び低金利の借入れに

より、全体的に減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの費用 原価 は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。
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（ア）部門別給水原価 

 (単位  円) 

(注) 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格高

騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 

減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除している。 

 

（イ）目的別給水原価 

(単位  円) 

区    分 
４  年  度 ３  年  度 対前年度比較 

金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％) 増減額 増減率(％) 

職 員 給 与 費 22.47 15.4 21.23 14.9 1.24 5.8 

委 託 料 12.14 8.3 11.95 8.4 0.19 1.6 

修 繕 費 16.98 11.6 16.93 11.9 0.05 0.3 

動 力 費 15.28 10.4 14.84 10.5 0.44 3.0 

薬 品 費 2.65 1.8 2.22 1.6 0.43 19.4 

減 価 償 却 費 59.47 40.6 54.99 38.7 4.48 8.1 

資 産 減 耗 費 3.47 2.4 3.28 2.3 0.19 5.8 

企 業 債 利 息 9.85 6.7 10.76 7.6 △ 0.91 △ 8.5 

そ の 他 4.09 2.8 5.83 4.1 △ 1.74 △ 29.8 

合    計 146.40 100.0 142.03 100.0 4.37 3.1 

 (注) 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格

高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 

職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。 

   修繕費には、量水器取替費が含まれている。 

減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除している。 

 

 

 

区    分 
４  年  度 ３  年  度 対前年度比較 

金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％) 増減額 増減率(％) 

原 水 及 び 浄 水 費 43.77 29.9 42.77 30.1 1.00 2.3 

配 水 費 10.95 7.5 9.36 6.5 1.59 17.0 

給 水 費 5.46 3.7 6.40 4.5 △ 0.94 △ 14.7 

業 務 費 5.94 4.1 6.66 4.7 △ 0.72 △ 10.8 

総 係 費 7.32 5.0 7.80 5.5 △ 0.48 △ 6.2 

減 価 償 却 費 59.47 40.6 54.99 38.7 4.48 8.1 

資 産 減 耗 費 3.47 2.4 3.28 2.3 0.19 5.8 

支払利息及び企業債取扱諸費 9.85 6.7 10.76 7.6 △ 0.91 △ 8.5 

そ の 他 0.17 0.1 0.01 0.1 0.16 1,600.0 

合    計 146.40 100.0 142.03 100.0 4.37 3.1 
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イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価（給水収益）と給水原価を比較

すると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

(注) 給水原価は、令和２年度以降、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年

度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
 

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価を差

し引いた額は、前年度に比較し 円 銭減少の 円 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

指標名 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度 
経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、給水収益の減少等により、

前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 料金回収率

料金水準の妥当性を示す料金回収率は ％で、給水収益の減少等によ

り、前年度に比較し ポイント下回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万

千円 ％ 増加している。これは、構築物が 億 万 千円 ％ 減少

したものの、機械及び装置が 億 万 千円 ％ 増加したことによる

ものである。
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イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価（給水収益）と給水原価を比較

すると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

(注) 給水原価は、令和２年度以降、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年

度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
 

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価を差

し引いた額は、前年度に比較し 円 銭減少の 円 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

指標名 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度 
経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、給水収益の減少等により、

前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 料金回収率

料金水準の妥当性を示す料金回収率は ％で、給水収益の減少等によ

り、前年度に比較し ポイント下回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万

千円 ％ 増加している。これは、構築物が 億 万 千円 ％ 減少

したものの、機械及び装置が 億 万 千円 ％ 増加したことによる

ものである。

 

なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 万 千

円 ％ 増加している。これは、その他無形固定資産の増加によるもの

である。

なお、その他無形固定資産の主なものは、水道施設台帳（管路） 万

千円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に未収金が 億 万円（ ％）増加したことに

よるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万 千円

である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道事業会計負担金 億 万 千円、一般会計

補助金 億 万円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円（ ％）、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億

万 千円（ ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万

千円 ％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円（ ％）

減少している。これは、企業債の減少によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

増加している。これは、主に未払金が 億 万 千円（ ％）増加した

ことによるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万円、未払金 億 万 千円、

その他流動負債 億 万 千円で、引当金は 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円（ ％）減

少している。これは、長期前受金が 万 千円（ ％）増加したものの、

そこから差し引かれる収益化累計額が 億 万円（ ％）増加したこと

によるものである。
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（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、組入資本金の増加によるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、当年度純利益の増加によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰

余金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

４年度 ３年度 ２年度 元年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

資金期首残高 △

資金期末残高 △

 



－ 81 －
 

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、組入資本金の増加によるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、当年度純利益の増加によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰

余金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

４年度 ３年度 ２年度 元年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

資金期首残高 △

資金期末残高 △

 

む す び

令和４年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が

生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

業務実績をみると、年度末の給水件数は 件となっており、前年

度より 件 ％ 増加したものの、人口の減少に伴い 給水人口 は

人となり前年度に比べ 人 ％ 減少している。

さらに、年間の給水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

減少し、これにより、給水収益は、前年度と比較して 万 千円（ ％）

の減となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥ ％ の

減少となり、この結果、有収率については、前年度から ポイント上

回る ％となっている。

建設改良事業については、「日立市上下水道事業経営戦略」に基づき、

森山浄水場における送水ポンプ棟築造工事や沈殿池掻寄機更新工事を実

施するとともに、久慈川系送水・配水施設ポンプ更新工事及び市内各所

において緊急度の高い老朽配水管の更新工事などに取り組んだ。なお、

全体の事業費は、十王浄水場監視制御装置更新工事が完了したことなど

により、前年度と比較し 億 万 千円 ％ 減の 億 万

千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、前年

度と比較すると、総収益は、主たる営業収益である給水収益が減少して

いるものの、その他の営業収益で電力価格高騰対策に係る地方創生臨時

交付金を財源とした一般会計補助金の皆増などにより、 万 千円

（ ％）増加している一方、総費用が、原水及び浄水費の動力費や減価

償却費の増などにより、 億 万 千円 ％ 増加したことから、純

利益は、前年度と比較して 万 千円 ％ の減となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は前年度より ポイント下

回る ％となったが、引き続き経営の健全性を維持している状況で

あり、料金水準の妥当性を示す料金回収率は前年度より ポイント下

回る ％となったが、給水事業に必要な費用を給水収益で賄えてい
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る状況といえる。

なお、キャッシュ・フロー計算書における資金の期末残高は 億

万 千円となり、前年度より 万 千円 ％ 減少しているが、企業

債残高は、前年度より 億 万 千円減の 億 万 千円となっ

ており、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和４年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

収入の面においては、人口減少や節水意識の定着などにより、有収水量

が年々減少しており、事業収益の根幹となる水道料金収入等の増収を見

込むことが難しい状況にある。

一方で、支出の面においては、年々老朽化が進む水道施設の修繕や更

新及び耐震化等に多額の経費が必要となることや、電力価格高騰の影響

が引き続き見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は一層厳しさ

を増していくものと予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き有収率

の向上や経常経費の節減など効率的な事業運営を進めていくことが重要

である。

特に、令和４年度の有収率は ％となっており、昨年度に比べ

ポイント改善したものの、令和３年度の類似都市平均値の ％を

下回っている状況である。有収率は、年間給水量がどの程度収益につな

がっているかを表すものであることから、更なる有収率の向上を図るた

め、引き続き管路腐食等の試験掘や効果的な漏水調査を実施し、予防保

全による維持管理に取り組まれるとともに、老朽管路の更新を着実に推

進されるよう努められたい。

また、事業経営の基本となる「日立市上下水道事業経営戦略」が策定

後５年目を迎えることから、今後、その見直しに取り組まれることにな

るが、見直しにあたっては、これまでの取組の進捗とその成果、新たな

課題などについて十分に評価・検証したうえで、的確な将来予測のもと、

更に質を高めた経営戦略を立案されたい。

加えて、安定水源の確保策については、本市の水道事業の大きな転換

点となる重要な取組であることから、より実効性の高い計画のもと、着

実な事業実施を図られたい。



－ 83 －

る状況といえる。

なお、キャッシュ・フロー計算書における資金の期末残高は 億

万 千円となり、前年度より 万 千円 ％ 減少しているが、企業

債残高は、前年度より 億 万 千円減の 億 万 千円となっ

ており、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和４年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

収入の面においては、人口減少や節水意識の定着などにより、有収水量

が年々減少しており、事業収益の根幹となる水道料金収入等の増収を見

込むことが難しい状況にある。

一方で、支出の面においては、年々老朽化が進む水道施設の修繕や更

新及び耐震化等に多額の経費が必要となることや、電力価格高騰の影響

が引き続き見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は一層厳しさ

を増していくものと予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き有収率

の向上や経常経費の節減など効率的な事業運営を進めていくことが重要

である。

特に、令和４年度の有収率は ％となっており、昨年度に比べ

ポイント改善したものの、令和３年度の類似都市平均値の ％を

下回っている状況である。有収率は、年間給水量がどの程度収益につな

がっているかを表すものであることから、更なる有収率の向上を図るた

め、引き続き管路腐食等の試験掘や効果的な漏水調査を実施し、予防保

全による維持管理に取り組まれるとともに、老朽管路の更新を着実に推

進されるよう努められたい。

また、事業経営の基本となる「日立市上下水道事業経営戦略」が策定

後５年目を迎えることから、今後、その見直しに取り組まれることにな

るが、見直しにあたっては、これまでの取組の進捗とその成果、新たな

課題などについて十分に評価・検証したうえで、的確な将来予測のもと、

更に質を高めた経営戦略を立案されたい。

加えて、安定水源の確保策については、本市の水道事業の大きな転換

点となる重要な取組であることから、より実効性の高い計画のもと、着

実な事業実施を図られたい。

水道は、市民生活には欠かすことのできない重要なライフラインの一

つであることから、今後も市民に安全・安心でおいしい水を将来にわた

り安定して供給できるよう、引き続き、本市の特性や社会経済情勢を踏

まえた事業展開を図りながら、経営基盤の強化と安定的な事業運営に取

り組まれるよう要望する。

以 上
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別表１  業務実績表

増  減 増減率(%)

行政区域内人口 △ 2,731 △ 1.6

計 画 給 水 人 口

給 水 人 口 △ 1,914 △ 1.1

給 水 件 数

導・送・配水管延長

職 員 数

経常
費用

－
受託

工事費
＋
売却
原価

－
長期前受
金戻入

※給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格
　高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。

区        分 単位 ４年度 ３年度
対前年度比較

備          考

人

人

人

普 及 率 ％ －
(Ｂ)

×100
(Ａ)

件

年 間 給 水 量 ｍ △ 625,252 △ 3.1

年間有収水量 ｍ △ 492,205 △ 2.8

有 収 率 ％ －
(Ｄ)

×100
(Ｃ)

１ 日 最 大 給 水 量 ｍ

ｍ

人

１ ㎥ 当 た り 収 益 円
 総収益

(Ｄ)

１ ㎥ 当 た り 費 用 円
総費用

(Ｄ)

１㎥当たり供給単価 円
給水収益

(Ｄ)

(Ｄ)
１㎥当たり給水原価 円
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

４年度 ３年度

1　営業収益

 (1) 給水収益 △ 68,504,295 △ 2.4

       水道料金 △ 68,504,295 △ 2.4

 (2) 受託工事収益 △ 971,922 △ 42.8

       受託工事収益 △ 971,922 △ 42.8

 (3) 一般会計負担金 △ 508,090 △ 7.2

       一般会計負担金 △ 508,090 △ 7.2

 (4) 下水道事業会計負担金

       下水道事業会計負担金

 (5) その他の営業収益

       加入金 △ 7,852,229 △ 27.3

       手数料

       徴収事務負担金

       国県補助金

       一般会計補助金

2　営業外収益 △ 6,065,560 △ 2.7

 (1) 受取利息及び配当金

       預金利息

 (2) 一般会計負担金 △ 651,404 △ 9.4

       一般会計負担金 △ 651,404 △ 9.4

 (3) 一般会計補助金 △ 209,702 △ 3.8

       一般会計補助金 △ 209,702 △ 3.8

 (4) 長期前受金戻入 △ 3,053,809 △ 1.6

       受贈財産評価額戻入 △ 2,977,713 △ 6.9

       国県補助金戻入

       一般会計負担金戻入

       工事負担金戻入 △ 1,626,166 △ 6.3

       一般会計補助金戻入 △ 672,192 △ 2.3

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益 △ 2,213,567 △ 9.1

       不用品売却収益 △ 217,602 △ 2.9

       交付金 △ 246,792 △ 2.8

       その他雑収益 △ 1,749,173 △ 22.4

合                 計

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増  減  額 増減率(％)
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　費    　用   　 の    　部

４年度 ３年度

1　営業費用

 (1) 原水及び浄水費　

 (2) 配水費

 (3) 給水費 △ 14,959,353 △ 9.9

 (4) 受託工事費 △ 760,500 △ 42.4

 (5) 業務費 △ 10,398,178 △ 4.6

 (6) 総係費 △ 10,425,699 △ 4.5

 (7) 減価償却費

 (8) 資産減耗費

2　営業外費用 △ 8,128,732 △ 4.2

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 21,108,616 △ 11.0

       企業債利息 △ 21,108,616 △ 11.0

 (2) 雑支出

       不用品売却原価

       その他雑支出

合                 計

当  年  度  純  損  益 △ 71,846,465 △ 17.7

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増  減  額 増減率(％)
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別表３  費用使途別比率表

  物   件   費

金

 (1)原水及び浄水費

 (2)配水費

 (3)給水費

 (4)受託工事費

 (5)業務費

 (6)総係費

 (7)減価償却費

 (8)資産減耗費

2  営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)雑支出

合          計

1　営業費用

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 (％) ４年度

区　　　分

人    件    費

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率
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額

４年度 ３年度 (％)３年度 ４年度 ３年度 (％) ４年度 ３年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

材 料 費

工 事 請 負 費

薬 品 費

動 力 費

交 際 費

研 修 費

修 繕 費

賃 借 料

下 水 道 使 用 料

手 数 料

委 託 料

営

業

費

用

広 告 料

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 比率(％)

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度
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厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

不 用 品 売 却 原 価

合          計

計

そ の 他 雑 支 出

３年度 ４年度 ３年度 比率(％)

営

業

費

用

営
業
外
費
用

４年度

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度
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別表５  貸借対照表前年度比較表

資      産      の      部

４年度 ３年度

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地

       建物 △ 38,793,998 △ 4.9

       構築物 △ 237,604,492 △ 2.0

       配水管

       機械及び装置

       量水器

       車両運搬具 △ 435,122 △ 2.4

       工具器具及び備品

       建設仮勘定 △ 8,143,518 △ 1.0

 (2) 無形固定資産

　　　 電話加入権

　　　 その他無形固定資産

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産

 (1) 現金預金 △ 19,357,868 △ 0.9

 (2) 未収金

 　  貸倒引当金 △ 1,333,602 △ 1,666,208 △ 20.0

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品 △ 2,102,230 △ 3.5

 (5) 前払金

資   産   合   計

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増  減  額 増減率(％)
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負   債   ・   資   本   の   部

４年度 ３年度

3 固定負債 △ 241,060,272 △ 1.8

 (1) 企業債 △ 241,060,272 △ 1.8

4 流動負債

 (1) 企業債

 (2) 未払金

 (3) 未払費用 △ 8,214,670 △ 50.2

 (4) 預り有価証券

（5）引当金

       賞与引当金

　　   法定福利費引当金

（6）その他流動負債

5 繰延収益 △ 96,831,107 △ 2.4

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 4,798,808,275 △ 4,643,237,905 △14.4 △14.0 △ 155,570,370

負   債   合   計 △ 191,332,013 △ 1.0

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額

       建設補助金

       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金

 (2) 利益剰余金

       当年度未処分利益
       剰余金

       ・当年度純利益 △ 71,846,465 △ 17.7

       ・前年度繰越利益
         剰余金

       ・その他未処分利
         益剰余金変動額

資   本   合   計

負 債・資 本 合 計

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増  減  額 増減率(％)
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別表６　財務分析表　

４年度 ３年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注1)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金）
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

企業債償還元金
×100

企業債償還元金
×100

給水収益

支払利息(8)
×100

企業債償還元金
対料金収入比率

平均負債(9)

企業債償還元金
対減価償却費比率

営業収支比率
営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率

×100

経常収支比率
経常収益(6)

×100
経常費用(7)

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

流動負債

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

×100
流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

×100
自己資本

総資本(2)

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産
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(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金）
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金)

　経常費用に対する経常収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　　　　　　　　　　(8) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
　　　　　　　　　　(9) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

　給水収益に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　減価償却費に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　給水収益に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す
　ものである。

　貯蔵品に対する貯蔵品消費額の割合であり、貯蔵品管理の巧拙を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定
　性を表すものである。

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　営の安全性を表すものである。
　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

備            　　　考
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別表７  経営分析比較表

固 定 資 産
使 用 効 率

経常費用－
(受託工事費
＋売却原価)

－
長期前受
金戻入

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

料 金 回 収 率 ％
供給単価

給水原価

千円
営業収益

損益勘定所属職員

ｍ

年間有収水量

損益勘定所属職員

人
現在給水人口

損益勘定所属職員

給 水 原 価 円/ｍ
年間有収水量

供 給 単 価 円/ｍ

給水収益

年間有収水量

ｍ /万円

年間給水量

有形固定資産

×100
年間給水量

配水管使用効率 ｍ /ｍ

年間給水量

導・送・配水管延長

１日給水能力

有 収 率 ％
年間有収水量

１日平均給水量
×100

１日給水能力

最 大 稼 働 率 ％
１日最大給水量

×100

１日平均給水量
×100

１日最大給水量

施 設 利 用 率 ％

×100

区 分 単位 ４年度 ３年度

給水人口15万
人以上30万人
未満の都市の
平均(３年度)

算　　　　式

負 荷 率 ％
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下 水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

管 渠 延 長 ｍ △

本年度末の水洗化戸数は 戸と前年度に比較し 戸（ ％）の増加となり、

水洗化率は ％と前年度に比較し、変化はない。

年間処理水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

なお、管渠延長は、 ｍと前年度に比較し ｍ減少している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

下水道事業収益

２７

３０９２６

△ △

営業収益 △ △

営業外収益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の下水道使用料が減少したことによるものである。
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

下水道事業費用

営業費用

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、この主なものは、予備費及び資

産減耗費である。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

支払利息及び企業債取扱諸費、雨水施設費が減少したものの、流域下水道管理

費、処理場費が増加したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入 △ △

企業債 △ △

国県補助金 △ △

負担金 △ △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億

万 千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に企業債の減少によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

４年度 ３年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

雨水対策費

企業債償還金 △ △

▲ 一般会計補助金返還金 △
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予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越してい

る。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、

雨水対策費は増加したが、建設改良費、企業債償還金が減少したことによるも

のである。

建設改良費の主なものは、河原子中継ポンプ場機械設備改築工事費、滑川本

町４丁目地内外マンホール改築工事費である。

雨水対策費の主なものは、舟入川雨水管渠改築工事費である。

決算収支における資本的収入額 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千円に

対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定留

保資金 億 万 千円、当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び減

債積立金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益

特 別 利 益

総 収 益 △ △

営 業 費 用

営業外費用 △ △

特 別 損 失

総 費 用

純 損 益 △ △
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業収益は、事業収益の主体である下水道使用料 億 万 千円のほか、水

質規制、水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費

に対する一般会計負担金 万 千円などである。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益であ

る営業外収益は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。

主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業等の企業債利

息に対する一般会計負担金 万 千円である。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万 千円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、雨水施設費が減少したものの、流域下水道管理運営

費が増加したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管

理運営費負担金 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業収益は、事業収益の主体である下水道使用料 億 万 千円のほか、水

質規制、水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費

に対する一般会計負担金 万 千円などである。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益であ

る営業外収益は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。

主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業等の企業債利

息に対する一般会計負担金 万 千円である。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万 千円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、雨水施設費が減少したものの、流域下水道管理運営

費が増加したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管

理運営費負担金 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。

 

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

４年度 ３年度 ２年度 元年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、動力費が、電力価格高騰の影響により前年度に比べ大

きく増加している。一方、企業債利息は、借入残高の減少及び低金利の借入によ

り、全体的に減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。

（ア）部門別処理原価

単位 円

区 分 ４年度 ３年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費

業 務 費

総 係 費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格高騰対策

に係る一般会計補助金を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除している。
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（イ）目的別処理原価

単位 円

区 分 ４年度 ３年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計

合 計

注 職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。
 令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

注 処理原価については、令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

円 銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処

理原価を差し引いた額は、前年度に比較し 円 銭減少の 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、下水道使用料の減少等に

より、前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 経費回収率

使用料水準の妥当性を示す経費回収率は ％で、下水道使用料の減少

等により、前年度に比較し ポイント下回っている。
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そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計

合 計

注 職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。
 令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。
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区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

注 処理原価については、令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

円 銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処

理原価を差し引いた額は、前年度に比較し 円 銭減少の 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、下水道使用料の減少等に

より、前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 経費回収率

使用料水準の妥当性を示す経費回収率は ％で、下水道使用料の減少

等により、前年度に比較し ポイント下回っている。

 

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で、その構成は、固定資産 億 万円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、機械及び装置等の減少によるも

のである。

有形固定資産の主なものは、構築物 億 万 千円で ％を占め

ている。

無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、施設利用権（那珂久慈流域下水道施

設利用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権）の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減

少している。これは、現金預金が 億 万 千円 ％ 減少したことによ

るものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、未収金の内訳は、下水道使用料 億 万 千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％ 、流動負債 億 万円（ ％）、繰延収益 億 万 千

円（ ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減

少している。これは、企業債の減少によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万円である。

（イ）流動負債

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 減少したことによる

ものである。
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流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、国庫補助金等の長期前受金の収入額を長期前受金収

益化累計額が上回ったことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、前年度未処分利益剰余金の処分に伴う、利益剰余金か

らの組み入れによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で、

主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千円であ

る。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万円で、当年度未処分利益剰余金

である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

４年度 ３年度 ２年度 元年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。
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流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、国庫補助金等の長期前受金の収入額を長期前受金収

益化累計額が上回ったことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、前年度未処分利益剰余金の処分に伴う、利益剰余金か

らの組み入れによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で、

主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千円であ

る。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万円で、当年度未処分利益剰余金

である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

４年度 ３年度 ２年度 元年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

 

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

資金期首残高

資金期末残高 △
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む す び

令和４年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が

生じており、９年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

業務実績をみると、年度末の水洗化戸数は 戸となり、前年度よ

り 戸増加し、水洗化率は ％となっている。

また、水洗化人口は 人と前年度より 人 ％ 減少し

ており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

の減少となり、これにより、下水道使用料は前年度と比較して 万

千円（ ％）の減となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥ ％ の

減少となり、この結果、有収率については、前年度から ポイント上

回る ％となっている。これは、流域関連処理区の有収率が ポイ

ント上回ったことによるものである。

建設改良事業については、「日立市下水道ストックマネジメント計画」

及び「日立市下水道総合地震対策計画」に基づく国庫補助事業として、

池の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び河原子中継ポンプ場の機

械設備改築工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るため、

老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。また、雨水対策事業に

ついては、舟入川排水区における雨水管渠改築工事を実施した。なお、

全体の事業費は、池の川処理場の中央監視制御設備改築工事等を繰越し

たことなどにより、前年度と比較し 億 万 千円 ％ 減の

億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、総収

益が下水道使用料の減などにより、前年度と比較し 万 千円（ ％）

減少し、総費用については、流域下水道維持管理負担金の増などにより

万円（ ％）の増加となったことから、純利益は、前年度と比較し

万 千円 ％ の減となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は前年度より ポイント下

回る ％となったが、引き続き健全な経営を維持している状況であ

り、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は前年度より ポイント下
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む す び

令和４年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が

生じており、９年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

業務実績をみると、年度末の水洗化戸数は 戸となり、前年度よ

り 戸増加し、水洗化率は ％となっている。

また、水洗化人口は 人と前年度より 人 ％ 減少し

ており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

の減少となり、これにより、下水道使用料は前年度と比較して 万

千円（ ％）の減となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥ ％ の

減少となり、この結果、有収率については、前年度から ポイント上

回る ％となっている。これは、流域関連処理区の有収率が ポイ

ント上回ったことによるものである。

建設改良事業については、「日立市下水道ストックマネジメント計画」

及び「日立市下水道総合地震対策計画」に基づく国庫補助事業として、

池の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び河原子中継ポンプ場の機

械設備改築工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るため、

老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。また、雨水対策事業に

ついては、舟入川排水区における雨水管渠改築工事を実施した。なお、

全体の事業費は、池の川処理場の中央監視制御設備改築工事等を繰越し

たことなどにより、前年度と比較し 億 万 千円 ％ 減の

億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、総収

益が下水道使用料の減などにより、前年度と比較し 万 千円（ ％）

減少し、総費用については、流域下水道維持管理負担金の増などにより

万円（ ％）の増加となったことから、純利益は、前年度と比較し

万 千円 ％ の減となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は前年度より ポイント下

回る ％となったが、引き続き健全な経営を維持している状況であ

り、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は前年度より ポイント下

回る となったが、事業に必要な費用を使用料で賄えている状況

といえる。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は 億 万

千円となり、未払金や国県補助金が減少したことにより前年度と比較し

て 億 万 千円 ％ と大幅に減少しているが、企業債残高は、前

年度より 億 万 千円減の 億 万 千円となっており、引き

続き経営の健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和４年度の経営内容であるが、今後の下水道事業を展望する

と、収入の面においては、水道事業と同様に、人口減少などにより汚水

処理水量が年々減少し、事業収益の根幹である下水道使用料収入等の増

収を見込むことが難しい状況である。

一方で、支出の面においては、老朽化が進む下水道施設の修繕や更新

及び耐震化のほか、近年頻発化、激甚化する自然災害への対応など、今

後も多額の経費が必要になると見込まれており、下水道事業を取り巻く

経営環境は一層厳しさを増すことが予想される。

このような状況の中、本市の下水道は、管渠、ポンプ場、処理場など多

くの施設が、今後、順次耐用年数を迎えることになり、特に老朽化した

管渠では、有収率に影響を与える不明水の浸入や老朽管渠が原因となる

道路の陥没などの事故発生のリスクが懸念されるところである。

こうしたリスクに対して、不明水を削減し有収率の向上を図るととも

に道路陥没事故などの未然防止のため、引き続きテレビカメラによる管

渠の調査を実施し、日立市下水道ストックマネジメント計画に基づき、

効率的かつ計画的に老朽管渠の更新及び長寿命化を推進されたい。

また、近年、集中豪雨や大規模な地震が多発するなど、自然災害のリ

スクが高まっており、今後とも、市民の安全・安心な暮らしの実現のた

めに、河川事業と連携した雨水対策事業の推進により浸水被害の恐れを

軽減するとともに、大規模地震に備えた下水道施設の耐震化や避難所等

へのマンホールトイレの整備を推進するなど、更なる災害対策の強化に

取り組まれたい。

下水道は、公衆衛生や公共用水域の水質保全等の生活環境の改善をは

じめ、防災機能の面でも重要な役割を担っており、市民生活に欠かすこ

とのできないインフラの一つであることから、将来にわたり安定的なサ
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ービスの提供ができるよう、引き続き、経営基盤の強化と健全な事業運

営に努められるよう望むものである。

以 上



－ 111 －

ービスの提供ができるよう、引き続き、経営基盤の強化と健全な事業運

営に努められるよう望むものである。

以 上
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別表１　業務実績表

増　減 増減率(％)

人 △ 2,731 △ 1.6

面 積

人 口 人 △ 2,233 △ 1.7

面 積

人 口 人 △ 2,237 △ 1.8

戸 数 戸 △ 9

水 洗 化 人 口 人 △ 2,252 △ 1.8

水 洗 化 戸 数 戸

㎥ △ 964,212 △ 4.8

△ 342,898 △ 2.3

ｍ △ 274.71

人

総収益

総費用

使用料収入

処理原価

区　　分 単位 ４年度 ３年度
対前年度比較

備　　　　考

行 政 区 域 内 人 口

計
画
区
域

広域下水道区域・西部地
区を除いた計画区域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ － ×100

管 渠 延 長

職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

１㎥当たり使用料単価 円

１㎥当たり処理原価 円
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別表２　損益計算書前年度比較表

収 益 の 部 （単位　円）

４年度 ３年度

1　営業収益 △ 34,773,972 △ 1.4

 (1) 下水道使用料 △ 44,770,264 △ 1.8

       下水道使用料 △ 44,770,264 △ 1.8

 (2) 一般会計負担金 △ 22,853,198 △ 31.3

       一般会計負担金 △ 22,853,198 △ 31.3

 (3) その他の営業収益

       手数料

       一般会計補助金

2　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 △ 1,001 △ 21.4

       預金利息 △ 1,001 △ 21.4

 (2) 一般会計負担金 △ 2,699,082 △ 10.0

       一般会計負担金 △ 2,699,082 △ 10.0

 (3) 長期前受金戻入

　　　 受贈財産評価額戻入

　　　 国県補助金戻入

　　　 一般会計負担金戻入

　　　 工事負担金戻入 △ 333,658 △ 4.6

　　　 受益者負担金戻入

　　　 一般会計補助金戻入

　　　 その他長期前受金戻入

 (4) 雑収益 △ 419,115 △ 4.7

       不用品売却収益 △ 177,930 △ 85.2

       交付金 △ 172,536 △ 4.5

       その他雑収益 △ 68,649 △ 1.4

合　　　　　計 △ 19,675,007 △ 0.5

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

４年度 ３年度 増　減　額 増減率(％)
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（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

４年度 ３年度

1　営業費用

 (1) 管渠費　

 (2) 水質指導費 △ 1,829,241 △ 6.9

 (3) ポンプ場費 △ 8,653,901 △ 13.9

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費 △ 73,853 △ 19.1

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費 △ 1,696,921 △ 1.2

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費 △ 19,445,648 △ 80.6

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費 △ 568,310 △ 2.3

　 　 　 　 　

2　営業外費用 △ 20,574,852 △ 12.5

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 22,600,209 △ 14.0

       企業債利息 △ 22,600,209 △ 14.1

       長期借入金利息

 (2) 雑支出

       その他雑支出

合　　　 　  　計

当 年 度 純 損 益 △ 97,755,460 △ 26.8

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

４年度 ３年度 増  減  額 増減率(％)
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別表３　費用使途別比率表

    物  件  費

区　　　　分 金

1　営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費

2  営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

合　　　　　計

４年度 ３年度 令和４年度

人　　　件　　　費

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率

(％)４年度 ３年度
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（単位　円）

額

３年度

  ・  そ  の  他  の  経  費

金　　　　額

４年度 ３年度

対前年
度比率

４年度

計

対前年
度比率

(％)

構成比(％)

４年度 ３年度 (％)

構成比(％)

３年度
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別表４　費用節別比率表

（単位　円）

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

営

　
　

業

　
　
費
　
　

用

区　　　　分
３年度

構成比(％)

比率(％)

対前年度金            額

３年度４年度 ４年度
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（単位　円） （単位　円）

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

水 洗 化 助 成 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

区　　　　分
３年度４年度

       合           計

営

業

外

費

用

営

　

業

　

費

　

用

対前年度

比率(％)

金            額 構成比(％)

４年度 ３年度
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別表５　貸借対照表前年度比較表

資       産       の       部 （単位　円）

1 固定資産 △ 705,914,299 △ 1.6

 (1) 有形固定資産 △ 570,992,864 △ 1.4

       土地

       建物 △ 59,874,357 △ 10.0

       構築物 △ 379,807,261 △ 1.1

       機械及び装置 △ 412,330,789 △ 6.3

       車両運搬具 △ 20,251 △ 0.6

       工具器具及び備品 △ 1,012,546 △ 20.2

       建設仮勘定

 (2) 無形固定資産 △ 134,921,435 △ 10.2

       施設利用権 △ 134,921,435 △ 10.2

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産 △ 500,454,878 △ 41.1

 (1) 現金預金 △ 504,011,229 △ 70.6

 (2) 未収金

     貸倒引当金 △ 1,706,033 △ 2,072,780 △ 17.7

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金 △ 43,267,000 △ 51.1

資     産     合     計 △ 1,206,369,177 △ 2.7

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 増 減 額
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負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債 △ 602,838,059 △ 6.9

 (1) 企業債 △ 602,838,059 △ 7.1

 (2) 他会計借入金

4 流動負債 △ 415,062,265 △ 21.6

 (1) 企業債 △ 47,495,830 △ 4.4

 (2) 未払金 △ 365,865,313 △ 45.2

 (3) 未払費用 △ 4,987,058 △ 49.2

 (4) 預り有価証券

 (5) 引当金

　　 　賞与引当金

 　　　法定福利費引当金

 (6) その他流動負債

5 繰延収益 △ 455,295,813 △ 1.8

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 32,419,743,257 △ 31,196,030,848 △74.3 △69.6 △ 1,223,712,409

負 債 合 計 △ 1,473,196,137 △ 4.1

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 42,712,040 △ 8.5

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 42,712,040 △ 11.7

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 42,712,040 △ 11.7

       ・当年度純利益 △ 42,712,040 △ 11.7

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計 △ 1,206,369,177 △ 2.7

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 増 減 額
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別表６　財務分析表　

４年度 ３年度

％ ％

％ ％

回 回

％ ％

％ ％

％ ％

(注１)各算式に用いた用語は、次のとおりである。

(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

３ 自己資本構成比率

４ 固定比率
固定資産

自己資本＋固定負債

自己資本(3)
×100

総資本

×100
自己資本

現金預金＋未収金
×100

流動負債

６ 流動比率
流動資産

×100
流動負債

７ 酸性試験比率

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

流動負債

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

８ 現金比率
現金預金

×100

財
務
比
率

平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

流動資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

減価償却率
当年度減価償却費

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

期末償却資産(4)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

×100
総費用

経常収支比率
経常収益

×100
経常費用

経費回収率
使用料収入

×100
汚水処理費

平均負債(5)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金

営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率
支払利息

×100

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100

下水道使用料

企業債利息
対料金収入比率

企業債利息

×100
当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債償還元金
対料金収入比率

企業債償還元金
×100

下水道使用料

(1) 固定資産＋流動資産

(4) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋地上権)
(5) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

×100
下水道使用料

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100
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備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　汚水処理費に対する下水道使用料収入の割合であり、収益性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。




